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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

 平成19年3月30日に提出いたしました第32期（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日）有価証券報告書の記載事

項のうち、一部の記載につき訂正を要する箇所がありましたので、これを訂正するために金融商品取引法第24条の2第

１項に基づき有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

２【訂正事項】 

第一部  企業情報 

第２ 事業の状況 

１ 業績等の概要 

     第４ 提出会社の状況 

        １ 株式等の状況 

        ６ コーポレート・ガバナンスの状況 

      第５ 経理の状況 

        １ 連結財務諸表等 

        （１）連結財務諸表 

            ②連結損益計算書 

            表示方法の変更 

            注記事項 

          （税効果会計関係） 

          （関連当事者との取引） 

  

        ２ 財務諸表等 

        （１）財務諸表 

            ②損益計算書 

            表示方法の変更 

            注記事項 

          （損益計算書関係） 

          （税効果会計関係） 

  

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は＿線を付して表示しております。 



第一部【企業情報】 

第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（訂正前） 
（１）業績 
   （省略） 

 
（２）キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前連結会計年度末に比べ11億６千５百万円増加し、32億１
百万円となりました。 
 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
  営業活動の結果得られた資金は、44億２百万円（前期比11.7％減）となりました。収入の主な内訳は、減価償却費21億４千７百万円、

減損損失23億７百万円であり、支出の主な内訳は、法人税等の支払額10億５千７百万円、受取協賛金の減少１億４千６百万円でありま
す。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
 投資活動の結果使用した資金は、７千３百万円（前期比97.8％減）となりました。収入の主な内訳は、貸付金回収７千３百万円、その
他投資の回収収入７千４百万円であり、支出の主な内訳は、有形・無形固定資産取得１億９千６百万円であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
 財務活動の結果使用した資金は、31億６千３百万円（前期比106.6％増）となりました。収入の主な内訳は、長期借入金の借入56億円、
社債による資金調達14億７千７百万円であり、支出の主な内訳は、短期借入金の純減68億円、長期借入金の返済24億６千４百万円、配当
金の支払８億８千万円であります。 

 
 
（訂正後） 
（１）業績 
   （省略） 

 
（２）キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前連結会計年度末に比べ11億６千５百万円増加し、32億１
百万円となりました。 
 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
  営業活動の結果得られた資金は、44億２百万円（前期比11.7％減）となりました。収入の主な内訳は、減価償却費21億４千７百万円、

減損損失23億７百万円であり、支出の主な内訳は、法人税等の支払額10億５千７百万円、受取協賛金のうち前受収益の取崩額１億４千６
百万円であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
 投資活動の結果使用した資金は、７千３百万円（前期比97.8％減）となりました。収入の主な内訳は、貸付金回収７千３百万円、その
他投資の回収収入７千４百万円であり、支出の主な内訳は、有形・無形固定資産取得１億９千６百万円であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
 財務活動の結果使用した資金は、31億６千３百万円（前期比106.6％増）となりました。収入の主な内訳は、長期借入金の借入56億円、
社債による資金調達14億７千７百万円であり、支出の主な内訳は、短期借入金の純減68億円、長期借入金の返済24億６千４百万円、配当
金の支払８億８千万円であります。 



４【事業等のリスク】 

  

 
（訂正前） 
  有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重大な影響を及ぼす可能性のある事項には、以
下のようなものがあります。なお文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において判断したものであります。 

  （１）食材の安定調達及び仕入価格の変動に関するリスク 
（省略） 

  （２）食材等の品質管理に関するリスク 
（省略）         

  （３）工場・店舗等での衛生管理に関するリスク 
（省略）                 

  （４）自然災害に関するリスク 
（省略） 

  （５）短時間労働者の社会保険加入基準の変更に関するリスク 
（省略） 

  （６）契約に関するリスク 
（省略） 

  （７）人材に関するリスク 
（省略） 

  （８）固定資産の減損に関するリスク 
（省略） 

  （９）個人情報の取扱いに関するリスク 
（省略） 

（10）記載はありません。  



（訂正後） 
  有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重大な影響を及ぼす可能性のある事項には、以
下のようなものがあります。なお文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において判断したものであります。 

  （１）食材の安定調達及び仕入価格の変動に関するリスク 
（省略） 

 （２）食材等の品質管理に関するリスク 
（省略） 

 （３）工場・店舗等での衛生管理に関するリスク 
（省略） 

 （４）自然災害に関するリスク 
（省略） 

 （５）短時間労働者の社会保険加入基準の変更に関するリスク 
（省略） 

  （６）契約に関するリスク 
（省略） 

  （７）人材に関するリスク 
（省略） 

  （８）固定資産の減損に関するリスク 
（省略） 

  （９）個人情報の取扱いに関するリスク 
（省略） 

  （10）関連当事者との取引 
当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日）における関連当事者との取引は下記のとおりとなっております。 
１．役員及び個人主要株主等 

属性 
会社等 

の名称 
住所 

資本金又 

は出資金 

(千円) 

事業の内容 

又は職業 

議決権等の 

所有(被所有)

割合(%) 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 
役員の 

兼務等 

事業上 

の関係 

役員の近親者 穴見保雄 － － 不動産賃貸業 

(被所有) 

直接 

0.003 

－ － 
(1)店舗賃借料の支払

※1 
7,200 

差入敷金 

保証金 
3,600

役員の近親者が

議決権の過半数

を所有する会社 

㈱亀の井ホテル 
大分県 

大分市 
825,000 ホテル業 － 1名 

当社とフラ

ンチャイズ

契約を締結

している。

(1)食材等の販売※2 234,994 売掛金 21,319

(2)ロイヤリティの受

取※3 
36,884 売掛金 3,280

(3)宿泊料等の支払 

※4 
935 － －

役員の近親者が

議決権の過半数

を所有する会社 

㈲グッドイン 
大分県 

大分市 
10,000 ホテル旅館業 － － － 

(1)食事券の販売※5 2,535 － －

(2)店舗賃借料の支払

※6 
14,400 － －

(3)宿泊料等の支払 

※7 
4,096 未払金 310

(4)土地賃貸料の受取

※8 
50 － －

役員の近親者が

議決権の過半数

を所有する会社 

ウィック㈱ 
千葉県 

習志野市 
10,000 

損害保険代理

業 

(被所有) 

直接 

0.02 

－ － 
(1)損害保険料の支払

※9 
1,247 － －

(注) １．上記取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
２．取引条件及び取引条件の決定方針等 
※1 店舗賃借料については、近隣家賃等を参考にして決定しております。 
※2 食材等の販売価格については、他のFC加盟企業と同等であります。 
※3 ロイヤリティについては、フランチャイズ契約に基づいて決定しております。 
※4 宿泊料等については、周辺宿泊施設と料金を比較して決定しております。 
※5 食事券の販売価格については、一般顧客向けと同じ額面価格であります。 
※6 店舗賃借料については、近隣家賃等を参考にして決定しております。 
※7 宿泊料等については周辺宿泊施設と料金を比較して決定しております。 
※8  土地賃貸料については、近隣相場等を参考にして決定しております。 
※9 損害保険料については、当社と関連を有しない他の損害保険代理店と同等の保険料率によっております。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

  

  

  

  （訂正前） 
 （1）【株式の総数等】 

 （省略） 
 （2）【新株予約権等の状況】 

 （省略） 
 （3）【ライツプランの内容】 

 （省略） 
 （4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （省略） 
 （5）【所有者別状況】 

 （省略） 
 （6）【大株主の状況】 

 （省略） 
 （7）【議決権の状況】 
   ①【発行済株式】 平成18年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  2,521,200 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 29,400,000 294,000 － 

単元未満株式 普通株式   10,700 － － 

発行済株式総数 31,931,900 － － 

総株主の議決権 － 294,000 － 

（注）上記「完全議決権株式（その他）」には、証券保管振替機構名義の株式が5,686株（議決権の数56個）含まれております 

      ②【自己株式等】 平成18年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 自己名義所有株式数（株） 他人名義所有株式数（株） 所有株式数の合計（株） 
発行済株式総数に対する所

有株式数の割合(%) 

株式会社ジョイフル 
大分県大分市三川新町
１丁目１番４５号 

2,521,200 － 2,521,200 7.90 

計 － 2,521,200 － 2,521,200 7.90 

  （訂正後） 
 （1）【株式の総数等】 

 （省略） 
 （2）【新株予約権等の状況】 

 （省略） 
 （3）【ライツプランの内容】 

 （省略） 
 （4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （省略） 
 （5）【所有者別状況】 

 （省略） 
 （6）【大株主の状況】 

 （省略） 
 （7）【議決権の状況】 
   ①【発行済株式】 平成18年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  2,521,200 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 29,400,000 294,000 － 

単元未満株式 普通株式   10,700 － － 

発行済株式総数 31,931,900 － － 

総株主の議決権 － 294,000 － 

（注）上記「完全議決権株式（その他）」には、証券保管振替機構名義の株式が5,600株（議決権の数56個）含まれております 

    ②【自己株式等】 平成18年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 自己名義所有株式数（株） 他人名義所有株式数（株） 所有株式数の合計（株） 
発行済株式総数に対する所

有株式数の割合(%) 

株式会社ジョイフル 
大分県大分市三川新町
１丁目１番４５号 

2,521,200 － 2,521,200 7.89 

計 － 2,521,200 － 2,521,200 7.89 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（訂正前） 
 （１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 
    （省略） 

 
  （２）コーポレート・ガバナンスの充実に関する施策の実施状況 
  ①会社の経営上の意思決定、執行及び監督にかかる経営管理組織、その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 
        （省略） 

 
  ②会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 
        （省略） 

 
  ③会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの 近１年間にける実施状況 
     （省略） 

 
④記載はありません。 

 
  （３）役員報酬の内容 
    （省略） 

 
  （４）監査報酬の内容 
    （省略） 

 
 
（訂正後） 
 （１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 
    （省略） 

 
  （２）コーポレート・ガバナンスの充実に関する施策の実施状況 
  ①会社の経営上の意思決定、執行及び監督にかかる経営管理組織、その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 
        （省略） 

 
  ②会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 
        （省略） 

 
  ③会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの 近１年間にける実施状況 
     （省略） 

 
④店舗経営支援を目的とする顧問契約 

平成16年6月1日で吸収合併した地域子会社5社の店舗経営支援を目的とした顧問契約を締結いたしました。顧問には元地域子会社５社の
社長を選任し、豊富な経験に基づき店舗経営全般について指導助言を受けています。なお、5名の顧問のうち1名につきましては平成17年3
月末より当社取締役に就任し、顧問契約を解約しております。なお、当事業年度における顧問報酬総額は40,000千円となっております。 

 
  （３）役員報酬の内容 
    （省略） 

 
  （４）監査報酬の内容 
    （省略） 



第５【経理の状況】 

１【連結財務諸表等】 

(1)【連結財務諸表】 

②【連結損益計算書】 

  

（訂正前） 

    前連結会計年度 
（自 平成17年 １月 １日 

    至 平成17年 12月 31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年 １月 １日 

    至 平成18年 12月 31日） 

区  分 
注記 
番号 

金  額（千円） 
百分比 
（％） 

金  額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     61,798,907 100.0   62,911,459 100.0 

Ⅱ 売上原価   21,591,919 34.9   22,395,349 35.6 

   売上総利益   40,206,987 65.1   40,516,110 64.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費            
  １．報酬・給料手当 20,051,294     19,687,002    
  ２．賞与引当金繰入額 111,531     109,156    
  ３．退職給付費用 134,827     141,147    
  ４．役員退職慰労引当金繰入額 15,033     27,586    
  ５．水道光熱費 3,043,095     2,977,693    
  ６．減価償却費 2,560,836     2,065,253    
  ７．その他 11,912,318 37,828,935 61.3 12,460,851 37,468,689 59.6 

   営業利益   2,378,052 3.8   3,047,420 4.8 

Ⅳ 営業外収益            
 １．受取利息 7,777     9,427    
 ２．受取手数料 43,376     45,340    
 ３．不動産賃貸収入 39,828     59,340    
 ４．受取協賛金 192,606     196,451    
 ５．その他 98,745 382,334 0.6 23,320 333,880 0.5 

Ⅴ 営業外費用            
 １．支払利息 124,067     139,870    
 ２．社債発行費 －     22,608    
 ３．レジ現金過不足金 －     20,880    
 ４．その他 25,677 149,745 0.2 255 183,615 0.2 

   経常利益   2,610,641 4.2   3,197,685 5.1 

Ⅵ 特別利益              
 １．貸倒引当金戻入益   －     4,355    
 ２．固定資産売却益 ※１ 20,648     －    
 ３．保険金収入   15,539     44,101    
 ４．閉店損失引当金戻入益   9,670     －    
 ５．損害賠償金収入   20,000 65,858 0.1 18,020 66,477 0.1 

Ⅶ 特別損失              
 １．固定資産売却損 ※２ 1,420     8,500    
 ２．固定資産除却損 ※３ 11,793     21,263    
 ３．減損損失 ※４ －     2,307,776    
 ４．災害損失   16,558     20,474    
 ５．火災損失   －     16,328    
 ６．損害賠償金   18,297     －    
 ７．閉店損失引当金繰入額   －     5,471    
 ８．店舗改造計画等に伴う損失額   55,855     －    
 ９．棚卸資産廃棄損   26,943     －    
  10．その他   － 130,867 0.2 62,778 2,442,594 3.9 

   税金等調整前当期純利益     2,545,632 4.1   821,568 1.3 

   法人税、住民税及び事業税   1,133,868     1,591,157    
   法人税等調整額   149,699 1,283,567 2.0 △875,949 715,208 1.1 

   当期純利益     1,262,064 2.1   106,360 0.2 

               



（訂正後） 

    前連結会計年度 
（自 平成17年 １月 １日 

    至 平成17年 12月 31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年 １月 １日 

    至 平成18年 12月 31日） 

区  分 
注記 
番号 

金  額（千円） 
百分比 
（％） 

金  額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     61,798,907 100.0   62,911,459 100.0 

Ⅱ 売上原価   21,591,919 34.9   22,395,349 35.6 

   売上総利益   40,206,987 65.1   40,516,110 64.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費            
  １．報酬・給料手当 20,051,294     19,687,002    
  ２．賞与引当金繰入額 111,531     109,156    
  ３．退職給付費用 134,827     141,147    
  ４．役員退職慰労引当金繰入額 15,033     27,586    
  ５．水道光熱費 3,043,095     2,977,693    
  ６．減価償却費 2,560,836     2,065,253    
  ７．その他 11,912,318 37,828,935 61.3 12,460,851 37,468,689 59.6 

   営業利益   2,378,052 3.8   3,047,420 4.8 

Ⅳ 営業外収益            
 １．受取利息 7,777     9,427    
 ２．受取手数料 43,376     45,340    
 ３．不動産賃貸収入 39,828     59,340    
 ４．受取協賛金 192,606     196,451    
 ５．その他 99,634 383,223 0.6 23,432 333,992 0.5 

Ⅴ 営業外費用            
 １．支払利息 124,067     139,870    
 ２．社債発行費 －     22,608    
 ３．レジ現金過不足金 24,657     20,880    
 ４．その他 1,908 150,634 0.2 368 183,727 0.2 

   経常利益   2,610,641 4.2   3,197,685 5.1 

Ⅵ 特別利益              
 １．貸倒引当金戻入益   －     4,355    
 ２．固定資産売却益 ※１ 20,648     －    
 ３．保険金収入   15,539     44,101    
 ４．閉店損失引当金戻入益   9,670     －    
 ５．損害賠償金収入   20,000 65,858 0.1 18,020 66,477 0.1 

Ⅶ 特別損失              
 １．固定資産売却損 ※２ 1,420     8,500    
 ２．固定資産除却損 ※３ 11,793     21,263    
 ３．減損損失 ※４ －     2,307,776    
 ４．災害損失   16,558     20,474    
 ５．火災損失   －     16,328    
 ６．損害賠償金   18,297     －    
 ７．閉店損失引当金繰入額   －     5,471    
 ８．店舗改造計画等に伴う損失額   55,855     －    
 ９．棚卸資産廃棄損   26,943     －    
  10．過年度社会保険料   －     56,470    
  11．その他   － 130,867 0.2 6,307 2,442,594 3.9 

   税金等調整前当期純利益     2,545,632 4.1   821,568 1.3 

   法人税、住民税及び事業税   1,133,868     1,591,157    
   法人税等調整額   149,699 1,283,567 2.0 △875,949 715,208 1.1 

   当期純利益     1,262,064 2.1   106,360 0.2 

               



表示方法の変更 

（訂正前） 

前連結会計年度 
（自 平成17年 １月 １日 

  至 平成17年 12月 31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年 １月 １日 

  至 平成18年 12月 31日） 

（連結貸借対照表） ―――――― 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法律第97号）が
平成16年12月1日より適用となること及び「金融商品会計に関する実務
指針」（会計制度委員会報告14号）が平成17年2月15日付で改正された
ことに伴い、当連結会計年度から投資事業有限責任組合への出資（証
券取引法第2条第2項により有価証券とみなされるもの）を投資有価証
券として表示する方法に変更しました。 

 

 なお、当連結会計年度末の投資有価証券に含まれる当該出資の額
は、36,570千円であります。 

 

   

―――――― （連結損益計算書） 

   前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示しており
ました「レジ現金過不足金」は営業外費用の総額の100分の10を超えた
ため、区分掲記しております。なお、前連結会計年度の営業外費用の
「その他」に含まれる「レジ現金過不足金」は24,654千円でありま
す。  

   
 
（訂正後） 

前連結会計年度 
（自 平成17年 １月 １日 

  至 平成17年 12月 31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年 １月 １日 

  至 平成18年 12月 31日） 

（連結貸借対照表） ――――――  

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法律第97号）が
平成16年12月1日より適用となること及び「金融商品会計に関する実務
指針」（会計制度委員会報告14号）が平成17年2月15日付で改正された
ことに伴い、当連結会計年度から投資事業有限責任組合への出資（証
券取引法第2条第2項により有価証券とみなされるもの）を投資有価証
券として表示する方法に変更しました。 

 

 なお、当連結会計年度末の投資有価証券に含まれる当該出資の額
は、36,570千円であります。 

 



注記事項 

（税効果会計関係） 

（訂正前） 

前連結会計年度 
（自  平成17年  1月  1日 

  至  平成17年 12月 31日） 

当連結会計年度 
（自  平成18年  1月  1日 

  至  平成18年 12月 31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
繰延税金資産        

減価償却超過額 58,392千円 （省略） 
未払事業税否認 61,314   
役員退職慰労引当金    12,239   
退職給付引当金      183,559   
その他          247,877   
繰延税金資産合計     563,383   

       
繰延税金負債      
その他有価証券評価差額金 △9,537   
繰延税金資産の純額    553,845   

   
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と 

の間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった 
主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と 
の間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった 
主要な項目別の内訳 

（省略） （省略） 

 
 
（訂正後） 

前連結会計年度 
（自  平成17年  1月  1日 

  至  平成17年 12月 31日） 

当連結会計年度 
（自  平成18年  1月  1日 

  至  平成18年 12月 31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
繰延税金資産      （省略） 

減価償却超過額      58,392千円  
未払事業税否認額    61,314   
役員退職慰労引当金    12,239   
退職給付引当金      183,559   
賞与引当金 46,057   
閉店損失引当金 36,879   
その他          164,940   
繰延税金資産合計     563,383   

       
繰延税金負債      
その他有価証券評価差額金 △9,537   
繰延税金資産の純額    553,845   

   
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と 

の間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった 
主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と 
の間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった 
主要な項目別の内訳 

（省略） （省略） 



【関連当事者との取引】 

  

（訂正前） 
前連結会計年度（自平成17年1月1日 至平成17年12月31日） 
１．役員及び個人主要株主等 

属性 
会社等 

の名称 
住所 

資本金又 

は出資金 

(千円) 

事業の内容 

又は職業 

議決権等の 

所有(被所有)

割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 
役員の 

兼務等 

事業上 

の関係 

役員の近親者が

議決権の過半数

を所有する会社 

㈱亀の井ホテル 
大分県 

大分市 
825,000 ホテル業 － 1名 

当社とフラ

ンチャイズ

契約を締結

している。

当社が  
売掛金 

  

未払金 

24,233

  

52

(1)食材等の販売 195,543 

(2)ロイヤリティ受取 31,950 

(3)宿泊料等の支払 5,980 

(4)JLS利用料受取 97 

役員の近親者が

議決権の過半数

を所有する会社 

㈲ジェイズ 
大分県 

別府市 
470,000 遊技場の運営 － － － 

当社が  
－ －(1)土地建物賃借料の

受取 
1,200 

役員の近親者が

議決権の過半数

を所有する会社 

㈲グッドイン 
大分県 

大分市 
10,000 ホテル旅館業 － － － 

当社が  

未払金 265
(1)店舗賃借料の支払 14,400 

(2)宿泊料等の支払 3,025 

(3)土地賃借料の受取 50 

役員及びその近

親者 
柴田三也 － － 税理士 

(被所有) 

直接 

0.07% 

－ － 
当社が 

3,060 未払金 123
(1)決算報酬等の支払

役員及びその近

親者 
穴見保雄 － － 不動産賃貸業 

(被所有) 

直接 

0.00% 

－ 

当社と不動

産賃貸借契

約を締結し

ている。 

当社が 

7,200 － －

(1)店舗賃借料の支払

役員 児玉幸子 － － 会社役員 － － － 
当社が 

2,895 － －
(1)社宅賃借料の支払

(注) １．上記取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
   ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。 
３．㈲ジェイズとの賃貸借契約は平成17年12月31日をもって終了しております。 

 
当連結会計年度（自平成18年1月1日 至平成18年12月31日） 
１．役員及び個人主要株主等 

属性 
会社等 

の名称 
住所 

資本金又 

は出資金 

(千円) 

事業の内容 

又は職業 

議決権等の 

所有(被所有)

割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 
役員の 

兼務等 

事業上 

の関係 

役員の近親者が

議決権の過半数

を所有する会社 

㈱亀の井ホテル 
大分県 

大分市 
825,000 ホテル業 － 1名 

当社とフラ

ンチャイズ

契約を締結

している。

当社が  

売掛金 24,599
(1)食材の売上 234,994 

(2)ロイヤリティ受取 36,884 

(3)宿泊等の利用 935 

役員の近親者が

議決権の過半数

を所有する会社 

㈲グッドイン 
大分県 

大分市 
10,000 ホテル旅館業 － － － 

当社が  

未払金 310

(1)食事券売上 2,535 

(2)店舗賃借料の支払 14,400 

(3)宿泊等の利用 4,096 

(4)土地賃借料の受取 50 

役員及びその近

親者 
穴見保雄 － － 不動産賃貸業 

(被所有) 

直接 

0.00% 

－ 

当社と不動

産賃貸借契

約を締結し

ている。 

当社が 

7,200 － －

(1)店舗賃借料の支払

(注) １．上記取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
   ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。 



  

（訂正後） 
前連結会計年度（自平成17年1月1日 至平成17年12月31日） 
１．役員及び個人主要株主等 

属性 
会社等 

の名称 
住所 

資本金又 

は出資金 

(千円) 

事業の内容 

又は職業 

議決権等の 

所有(被所有)

割合(%) 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 
役員の 

兼務等 

事業上 

の関係 

役員 児玉幸子 － － 会社役員 － － － 
(1)社宅賃借料の支払

※1 
2,895 － －

役員の近親者 穴見保雄 － － 不動産賃貸業 

(被所有) 

直接 

0.003 

－ － 
(1)店舗賃借料の支払

※2 
7,200 

差入敷金 

保証金 
3,600

役員の近親者 柴田三也 － － 税理士 

(被所有) 

直接 

0.07 

－ － 
(1)決算報酬等の支払

※3 
3,060 － －

役員の近親者が

議決権の過半数

を所有する会社 

㈱亀の井ホテル 
大分県 

大分市 
825,000 ホテル業 － 1名 

当社とフラ

ンチャイズ

契約を締結

している。

(1)食材等の販売※4 195,543 売掛金 20,963

(2)ロイヤリティの受

取※5 
31,950 売掛金 3,270

(3)宿泊料等の支払 

※6 
5,637 未払金 13

(4)JLSシステム利用

料の受取※7 
97 － －

(5)FC加入金の受取 

※8 
1,904 － －

役員の近親者が

議決権の過半数

を所有する会社 

㈲ジェイズ 
大分県 

別府市 
470,000 遊技場の運営 － － － 

(1)土地建物賃貸料の

受取※9 
1,200 － －

役員の近親者が

議決権の過半数

を所有する会社 

㈲グッドイン 
大分県 

大分市 
10,000 ホテル旅館業 － － － 

(1)店舗賃借料の支払

※10 
14,400 － 

－

 

(2)宿泊料等の支払 

※11 
3,025 未払金 265

(3)土地賃貸料の受取

※12 
50 － －

役員の近親者が

議決権の過半数

を所有する会社 

ウィック㈱ 
千葉県 

習志野市 
10,000 

損害保険代理

業 

(被所有) 

直接 

0.02 

－ － 
(1)損害保険料の支払

※13 
63,101 前払費用 3,662

(注) １．上記取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
   ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

※1 社宅賃借料については、近隣家賃等を参考にして決定しております。 
※2 店舗賃借料については、近隣家賃等を参考にして決定しております。 
※3 決算報酬等については、他の税理士事務所の報酬を参考に決定しております。 
※4 食材等の販売価格については、他のFC加盟企業と同等であります。 
※5 ロイヤリティについては、他のFC加盟企業と同等であります。 
※6 宿泊料等については、相見積書など勘案して決定しております。 
※7 JLSシステム利用料については、当社と関連を有しないFC加盟会社と同様の契約に基づいて決定しております。 
※8 FC加入金については、FC契約書に基づき決定しております。 
※9  土地建物賃貸料については、周辺相場を参考にして決定しております。 

㈲ジェイズとの賃貸借契約は平成17年12月31日をもって終了しております。 
※10 店舗賃借料については、近隣家賃等を参考にして決定しております。 
※11 宿泊料等については、周辺宿泊施設と料金を比較して決定しております。 
※12 土地賃貸料については、近隣相場等を参考にして決定しております 
※13 損害保険料については、当社と関連を有しない他の損害保険代理店と同等の保険料率によっております。 



当連結会計年度（自平成18年1月1日 至平成18年12月31日） 
１．役員及び個人主要株主等 

属性 
会社等 

の名称 
住所 

資本金又 

は出資金 

(千円) 

事業の内容 

又は職業 

議決権等の 

所有(被所有)

割合(%) 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 
役員の 

兼務等 

事業上 

の関係 

役員の近親者 穴見保雄 － － 不動産賃貸業 

(被所有) 

直接 

0.003 

－ － 
(1)店舗賃借料の支払

※1 
7,200 

差入敷金 

保証金 
3,600

役員の近親者が

議決権の過半数

を所有する会社 

㈱亀の井ホテル 
大分県 

大分市 
825,000 ホテル業 － 1名 

当社とフラ

ンチャイズ

契約を締結

している。

(1)食材等の販売※2 234,994 売掛金 21,319

(2)ロイヤリティの受

取※3 
36,884 売掛金 3,280

(3)宿泊料等の支払 

※4 
935 － －

役員の近親者が

議決権の過半数

を所有する会社 

㈲グッドイン 
大分県 

大分市 
10,000 ホテル旅館業 － － － 

(1)食事券の販売※5 2,535 － －

(2)店舗賃借料の支払

※6 
14,400 － －

(3)宿泊料等の支払 

※7 
4,096 未払金 310

(4)土地賃貸料の受取

※8 
50 － －

役員の近親者が

議決権の過半数

を所有する会社 

ウィック㈱ 
千葉県 

習志野市 
10,000 

損害保険代理

業 

(被所有) 

直接 

0.02 

－ － 
(1)損害保険料の支払

※9 
1,247 － －

(注) １．上記取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
   ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

※1 店舗賃借料については、近隣家賃等を参考にして決定しております。 
※2 食材等の販売価格については、他のFC加盟企業と同等であります。 
※3 ロイヤリティについては、フランチャイズ契約に基づいて決定しております。 
※4 宿泊料等については、周辺宿泊施設と料金を比較して決定しております。 
※5 食事券の販売価格については、一般顧客向けと同じ額面価格であります。 
※6 店舗賃借料については、近隣家賃等を参考にして決定しております。 
※7 宿泊料等については周辺宿泊施設と料金を比較して決定しております。 
※8  土地賃貸料については、近隣相場等を参考にして決定しております。 
※9 損害保険料については、当社と関連を有しない他の損害保険代理店と同等の保険料率によっております。 



２【財務諸表等】 

(1)【財務諸表】 

②【損益計算書】 

  

（訂正前） 

    前事業年度 
（自 平成17年 １月 １日 

    至 平成17年 12月 31日） 

当事業年度 
（自 平成18年 １月 １日 

    至 平成18年 12月 31日） 

区  分 
注記 
番号 

金  額（千円） 
百分比 
（％） 

金  額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     61,743,193 100.0   62,877,173 100.0 

Ⅱ 売上原価              
 １．期首仕込品及び店舗材料等たな卸高   1,003,294     1,059,520    
 ２．当期仕込品製造原価 ※１ 2,500,305     2,545,663    
 ３．当期店舗材料仕入高   18,846,400     19,455,754    
 ４．当期商品仕入高   283,602     390,523    
    合計   22,633,602     23,451,462    
 ５．期末仕込品及び店舗材料等たな卸高 ※１ 1,059,520 21,574,081 34.9 1,057,623 22,393,839 35.6 

   売上総利益     40,169,111 65.1   40,483,333 64.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費              
 １．配送費   1,396,164     1,360,646    
 ２．広告宣伝費   295,773     607,446    
  ３．役員報酬   86,400     88,625    
 ４．給与手当 ※７ 18,776,770     18,415,618    
 ５．賞与   1,157,450     1,136,050    
 ６．賞与引当金繰入額   110,950     108,841    
 ７．役員退職慰労引当金繰入額   15,033     27,586    
  ８．法定福利費   1,107,751     1,301,285    
  ９．福利厚生費   832,347     753,843    
  10．求人費   168,118     109,299    
 11．教育費   77,435     122,283    
 12．退職給付費用   134,827     141,147    
 13．交際費   6,168     2,063    
 14．旅費交通費   162,696     870,463    
 15．通信費   160,810     152,376    
 16．水道光熱費   3,043,095     2,977,693    
 17．消耗品費 ※７ 1,796,321     1,179,362    
 18．保健衛生費   567,282     649,852    
 19．事務用品費   2,334     19    
 20．租税公課   427,901     379,875    
 21．減価償却費   2,560,836     2,065,253    
 22．修繕費 ※７ 720,642     802,200    
 23．保険料   64,092     50,493    
 24．車両費   8,609     6,762    
 25．賃借料   94,345     108,275    
 26．地代家賃   3,497,554     3,590,442    
 27．その他 ※７ 520,200 37,791,912 61.2 401,079 37,408,887 59.5 

   営業利益     2,377,198 3.9   3,074,445 4.9 

               



  

    前事業年度 
（自 平成17年 １月 １日 

    至 平成17年 12月 31日） 

当事業年度 
（自 平成18年 １月 １日 

    至 平成18年 12月 31日） 

区  分 
注記 
番号 

金  額（千円） 
百分比 
（％） 

金  額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益              
 １．受取利息 ※６ 7,777     9,693    
 ２．受取配当金   283     304    
 ３．不動産賃貸収入 ※６ 40,188     59,700    
 ４．受取手数料 ※６ 43,376     46,219    
 ５．受取協賛金   192,606     196,451    
 ６．その他   97,797 382,030 0.6 20,316 332,685 0.5 

Ⅴ 営業外費用              
 １．支払利息   124,067     121,502    
 ２．社債利息   －     18,367    
 ３．社債発行費   －     22,608    
 ４．貸倒引当金繰入額   600     10,592    
 ５．レジ現金過不足金   －     20,880    
 ６．その他   25,077 149,745 0.3 255 194,207 0.3 

   経常利益     2,609,484 4.2   3,212,923 5.1 

Ⅵ 特別利益              
 １．固定資産売却益 ※２ 20,648     －    
 ２．保険金収入   15,539     44,101    
 ３．閉店損失引当金戻入益   9,670     －    
 ４．損害賠償金収入   20,000 65,858 0.1 18,020 62,121 0.1 

               
Ⅶ 特別損失              
 １．固定資産売却損 ※３ 1,420     8,500    
 ２．固定資産除却損 ※４ 11,793     21,263    
 ３．減損損失 ※５ －     2,307,776    
 ４．関係会社株式評価損   －     10,000    
 ５．損害賠償金   18,297     －    
 ６．災害損失   16,558     20,474    
 ７．火災損失   －     16,328    
 ８．店舗改造計画等に伴う損失額   55,855     －    
 ９．閉店損失引当金繰入額   －     5,471    
 10．棚卸資産廃棄損   26,943     －    
 11．その他   － 130,867 0.2 62,778 2,452,594 3.9 

   税引前当期純利益     2,544,475 4.1   822,451 1.3 

   法人税、住民税及び事業税   1,133,145     1,591,093    
   法人税等調整額   150,002 1,283,148 2.0 △876,252 714,840 1.1 

   当期純利益     1,261,326 2.1   107,610 0.2 

   前期繰越利益     11,595,679     －  
   中間配当額     441,174     －  
   当期未処分利益     12,415,832     －  
               



  

（訂正後） 

    前事業年度 
（自 平成17年 １月 １日 

    至 平成17年 12月 31日） 

当事業年度 
（自 平成18年 １月 １日 

    至 平成18年 12月 31日） 

区  分 
注記 
番号 

金  額（千円） 
百分比 
（％） 

金  額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     61,743,193 100.0   62,877,173 100.0 

Ⅱ 売上原価              
 １．期首仕込品及び店舗材料等たな卸高   1,003,294     1,059,520    
 ２．当期仕込品製造原価 ※１ 2,500,305     2,545,663    
 ３．当期店舗材料仕入高   18,846,400     19,455,754    
 ４．当期商品仕入高   283,602     390,523    
    合計   22,633,602     23,451,462    
 ５．期末仕込品及び店舗材料等たな卸高 ※１ 1,059,520 21,574,081 34.9 1,057,623 22,393,839 35.6 

   売上総利益     40,169,111 65.1   40,483,333 64.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費              
 １．配送費   1,396,164     1,360,646    
 ２．広告宣伝費   295,773     607,446    
 ３．役員報酬   86,400     88,625    
 ４．給与手当 ※７ 18,776,770     18,415,618    
 ５．賞与   1,157,450     1,136,050    
 ６．賞与引当金繰入額   110,950     108,841    
 ７．役員退職慰労引当金繰入額   15,033     27,586    
 ８．法定福利費   1,107,751     1,301,285    
 ９．福利厚生費   832,347     753,843    
 10．求人費   168,118     109,299    
 11．教育費   77,435     122,283    
 12．退職給付費用   134,827     141,147    
 13．交際費   6,168     2,063    
 14．旅費交通費   162,696     870,463    
 15．通信費   160,810     152,376    
 16．水道光熱費   3,043,095     2,977,693    
 17．消耗品費 ※７ 1,796,321     1,179,362    
 18．保健衛生費   567,282     649,852    
 19．事務用品費   2,334     19    
 20．租税公課   427,901     379,875    
 21．減価償却費   2,560,836     2,065,253    
 22．修繕費 ※７ 720,642     802,200    
 23．保険料   64,092     50,493    
 24．車両費   8,609     6,762    
 25．賃借料   94,345     108,275    
 26．地代家賃   3,497,554     3,590,442    
 27．その他 ※７ 520,200 37,791,912 61.2 401,079 37,408,887 59.5 

   営業利益     2,377,198 3.9   3,074,445 4.9 

               



    前事業年度 
（自 平成17年 １月 １日 

    至 平成17年 12月 31日） 

当事業年度 
（自 平成18年 １月 １日 

    至 平成18年 12月 31日） 

区  分 
注記 
番号 

金  額（千円） 
百分比 
（％） 

金  額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益              
 １．受取利息 ※６ 7,777     9,693    
 ２．受取配当金   283     304    
 ３．不動産賃貸収入 ※６ 40,188     59,700    
 ４．受取手数料 ※６ 43,376     46,219    
 ５．受取協賛金   192,606     196,451    
 ６．その他   98,686 382,919 0.6 20,429 332,798 0.5 

               
Ⅴ 営業外費用              
 １．支払利息   124,067     121,502    
 ２．社債利息   －     18,367    
 ３．社債発行費   －     22,608    
 ４．貸倒引当金繰入額   600     10,592    
 ５．レジ現金過不足金   24,657     20,880    
 ６．その他   1,308 150,634 0.3 368 194,320 0.3 

   経常利益     2,609,484 4.2   3,212,923 5.1 

Ⅵ 特別利益              
 １．固定資産売却益 ※２ 20,648     －    
 ２．保険金収入   15,539     44,101    
 ３．閉店損失引当金戻入益   9,670     －    
 ４．損害賠償金収入   20,000 65,858 0.1 18,020 62,121 0.1 

Ⅶ 特別損失              
 １．固定資産売却損 ※３ 1,420     8,500    
 ２．固定資産除却損 ※４ 11,793     21,263    
 ３．減損損失 ※５ －     2,307,776    
 ４．関係会社株式評価損   －     10,000    
 ５．損害賠償金   18,297     －    
 ６．災害損失   16,558     20,474    
 ７．火災損失   －     16,328    
 ８．店舗改造計画等に伴う損失額   55,855     －    
 ９．閉店損失引当金繰入額   －     5,471    
 10．棚卸資産廃棄損   26,943     －    
 11．過年度社会保険料   －     56,470    
 12．その他   － 130,867 0.2 6,307 2,452,594 3.9 

   税引前当期純利益     2,544,475 4.1   822,451 1.3 

   法人税、住民税及び事業税   1,133,145     1,591,093    
   法人税等調整額   150,002 1,283,148 2.0 △876,252 714,840 1.1 

   当期純利益     1,261,326 2.1   107,610 0.2 

   前期繰越利益     11,595,679     －  
   中間配当額     441,174     －  
   当期未処分利益     12,415,832     －  
               



表示方法の変更 

（訂正前） 

前事業年度 
（自 平成17年 １月 １日 

  至 平成17年 12月 31日） 

当事業年度 
（自 平成18年 １月 １日 

  至 平成18年 12月 31日） 

（貸借対照表） ―――――― 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法律第97号）が
平成16年12月1日より適用となること及び「金融商品会計に関する実務
指針」（会計制度委員会報告14号）が平成17年2月15日付で改正された
ことに伴い、当会計年度から投資事業有限責任組合への出資（証券取
引法第2条第2項により有価証券とみなされるもの）を投資有価証券と
して表示する方法に変更しました。 

 

 なお、当会計年度末の投資有価証券に含まれる当該出資の額は、
36,570千円であります。 

 

   

―――――― （損益計算書） 

  前会計年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました
「レジ現金過不足金」は営業外費用の総額の100分の10を超えたため、
区分掲記しております。なお、前会計年度の営業外費用の「その他」
に含まれる「レジ現金過不足金」は24,654千円であります。  

 
 
（訂正後） 

前事業年度 
（自 平成17年 １月 １日 

  至 平成17年 12月 31日） 

当事業年度 
（自 平成18年 １月 １日 

  至 平成18年 12月 31日） 

（貸借対照表） ―――――― 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法律第97号）が
平成16年12月1日より適用となること及び「金融商品会計に関する実務
指針」（会計制度委員会報告14号）が平成17年2月15日付で改正された
ことに伴い、当会計年度から投資事業有限責任組合への出資（証券取
引法第2条第2項により有価証券とみなされるもの）を投資有価証券と
して表示する方法に変更しました。 

 

 なお、当会計年度末の投資有価証券に含まれる当該出資の額は、
36,570千円であります。 

 



注記事項 

（損益計算書関係） 

  

（訂正前） 

前事業年度 
自 平成17年 １月 １日 
至 平成17年 12月 31日 

当事業年度 
自 平成18年 １月 １日 
至 平成18年 12月 31日 

※１．原価差額は次のとおりであります。 ※１．原価差額は次のとおりであります。 

    当期仕込品製造原価    8,821千円     当期仕込品製造原価     9,125千円 

（減少額） （増加額） 

    期末仕込品         600千円     期末仕込品           500千円 

（減少額） （増加額） 

   

※２．  （省略） ※２．  （省略） 

※３．  （省略） ※３．  （省略） 

※４．  （省略） ※４．  （省略） 

※５．  （省略） ※５．  （省略） 

※６．  （省略） ※６．  （省略） 

※７．  （省略） ※７．  （省略） 

 
 
（訂正後） 

前事業年度 
自 平成17年 １月 １日 
至 平成17年 12月 31日 

当事業年度 
自 平成18年 １月 １日 
至 平成18年 12月 31日 

※１．原価差額は次のとおりであります。 ※１．原価差額は次のとおりであります。 

        当期仕込品製造原価    8,821千円     当期仕込品製造原価     9,125千円 

（有利差異） （不利差異） 

    期末仕込品          600千円     期末仕込品           500千円 

（有利差異） （不利差異） 

   

※２．  （省略） ※２．  （省略） 

※３．  （省略） ※３．  （省略） 

※４．  （省略） ※４．  （省略） 

※５．  （省略） ※５．  （省略） 

※６．  （省略） ※６．  （省略） 

※７．  （省略） ※７．  （省略） 



（税効果会計関係） 

（訂正前） 

前事業年度 
（平成17年12月31日） 

当事業年度 
（平成18年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
繰延税金資産      
減価償却超過額       58,295千円   （省略） 
未払事業税否認額      61,283   
役員退職慰労引当金     12,239   
退職給付引当金        183,559   
閉店損失引当金  36,879   
その他           210,823   
繰延税金資産合計       563,080   

       
繰延税金負債      
その他有価証券評価差額金  △9,537   
繰延税金資産の純額     553,542   

       
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と 

の間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった 
主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と 
の間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった 
主要な項目別の内訳 

   
（省略） （省略） 

 
 
（訂正後） 

前事業年度 
（平成17年12月31日） 

当事業年度 
（平成18年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
繰延税金資産      
減価償却超過額       58,295千円  （省略） 
未払事業税否認額      61,283   
役員退職慰労引当金     12,239   
退職給付引当金       183,559   
閉店損失引当金       36,879   
賞与引当金         45,883   
その他           164,940   
繰延税金資産合計      563,080   

       
繰延税金負債      
その他有価証券評価差額金  △9,537   
繰延税金資産の純額     553,542   

       
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と 

の間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった 
主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と 
の間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった 
主要な項目別の内訳 

   
（省略） （省略） 
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